
柏原市 第６期障害福祉計画及び

第２期障害児福祉計画目標管理シート

資料２



　　1　. 第６期柏原市障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画 Ｐ　１

　　2　. 成果目標と活動指標の関係 Ｐ　２

　　【成果目標】

　　3　. １－（１）施設入所者の地域生活への移行 Ｐ　３

１－（２）精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの構築 Ｐ　５

１－（３）地域生活支援拠点等が有する機能の充実 Ｐ　７

１－（４）福祉施設から一般就労への移行 Ｐ　９

障害児支援の提供体制の整備等

２－（１）児童発達支援センターの設置及び保育所等訪問支援事業の充実 Ｐ　１３

２－（２）重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び Ｐ　１５
　　　　　　放課後等デイサービス事業所の確保

２－（３）医療的ケア児支援の協議の場の設置及び Ｐ　１７
　　　　　　医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置

３－（１）相談支援体制の充実・強化等 P　１９

３－（２）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る Ｐ　２１
　　　　　　体制の構築

　　【活動指標】

　　４　. 訪問系サービス Ｐ　２３

日中活動系サービス Ｐ　２４

居住系サービス Ｐ　２６

相談支援 Ｐ　２７

障害児通所支援等 Ｐ　２７

障害児相談支援 Ｐ　２８

地域生活支援事業 Ｐ　２８

目　　　次



第６期柏原市障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画

（１）位置付け

障害者総合支援法第８８条第１項に基づく「市町村障害福祉計画」及び児童福祉法第３３

条の２０第１項に基づく「市町村障害児福祉計画」として、一体的に策定しており、国の基本

指針に即して、３年間（国の基本指針により、３年を１期とする）の障害福祉サービス等及び

障害児通所支援等（以下、「障害福祉サービス」という。）の見込量等を示すものです。

（２）成果目標

計画の中で、障害福祉サービス等の提供体制の確保の一環として、基本理念等を踏まえ

て達成すべき目標として設定しています。

（３）活動指標

基本指針に定める基本理念や提供体制確保の基本的な考え方、障害福祉サービスの提

供確保に関する成果目標等を達成するために必要となるサービス提供量等の見込みとして

設定しています。

（４）定期的な計画の分析、評価

計画の着実な実行に努めるため、計画の進行状況の取りまとめを行うとともに、柏原市障

害者自立支援協議会との連携を行い、「計画（Pｌａｎ）－実施・実行（Ｄｏ）－点検・評価（Ｃｈｅｃ

ｋ）－処置・改善（Ａｃｔｉｏｎ）」の「ＰＤＣＡサイクル」に基づき、計画の成果目標や活動指標につ

いて、年１回の評価・点検を行い、必要な場合は計画の見直しを行います。

本冊子は、計画の定期的な調査、分析、評価を行い、必要が生じた場合は計画の変更等

を行うためのツールとして活用することを目的とします。

基本指針

・障害福祉計画策定に当たっての基本的考え方及び達成すべき目

標、サービス提供体制に関する見込量の見込み方の提示

計画（Plan）

・「基本指針」に即して成果目標及び活動指標の設定や、その他

確保方策等を定める。

実行（Do）

・計画の内容を踏まえ、事業を実

施

評価（Check）

・成果目標及び活動指標については、少なくとも年1回その
実績を把握し、障害者施策や関連施策の動向も踏まえなが

ら障害福祉計画の中間評価として分析・評価を実施。また

協議会等の意見を聴く。

・中間評価等の結果を踏まえ、必要があると認めら

れるときは、目標が達成されるよう改善方策を検

討

改善（Action）

（PDCAサイクルのプロセスのイメージ）

－１－
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（成果目標） （活動指標）

施設入所者の地域生活への移行
○ 地域生活移行者の増加

○ 施設入所者の削減

〇 居宅介護等の訪問系サービスの利用者数、利用時間数

○ 生活介護の利用者数、利用日数

○ 自立訓練（機能訓練・生活訓練）の利用者数、利用日数

○ 就労移行支援の利用者数、利用日数

○ 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の利用者数、利用日数

○ 短期入所（福祉型、医療型）の利用者数、利用日数

○ 自立生活援助の利用者数

○ 共同生活援助の利用者数

○ 地域相談支援（地域移行支援、地域定着支援）の利用者数

○ 施設入所支援の利用者数 ※施設入所者の削減

○ 保健、医療及び福祉関係者による協議の場の年間開催回数

○ 保健、医療及び福祉関係者による協議の場への関係者の参加

者数

○ 保健、医療及び福祉関係者による協議の場における目標の設

定及び評価の年間実施回数

○ 精神障害者の地域移行支援の月平均利用者数

○ 精神障害者の地域定着支援の月平均利用者数

○ 精神障害者の共同生活援助の月平均利用者数

○ 精神障害者の自立生活援助の月平均利用者数

○ 就労移行支援の利用者数、利用日数

○ 福祉施設（就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援

Ｂ型、自立訓練、生活介護）利用者から一般就労への移行者数

〇 就労定着支援の利用者数

○ 工賃の目標額

○ 児童発達支援の利用児童数、利用日数

〇 医療型児童発達支援の利用児童数、利用日数

〇 放課後等デイサービスの利用児童数、利用日数

〇 保育所等訪問支援の利用児童数、利用日数

〇 居宅訪問型児童発達支援の利用児童数、利用日数

〇 障がい児相談支援の利用児童数

○ ペアレントトレーニングの受講者数

○ ペアレントメンターの人数

○ ピアサポート活動への参加人数

精神障がいにも対応した地域包
括ケアシステムの構築
○ 精神病床から退院後1年以内の地域に

おける平均生活日数の設定

○ 1年以上長期入院患者数の削減を目標

に患者数を設定

○ 精神病床からの早期退院を目標に退院

率を設定

地域生活支援拠点が有する機能の
充実
○ 地域生活支援拠点の確保

○ 地域生活支援拠点の機能の充実

福祉施設から一般就労への移行等
○ 福祉施設利用者の一般就労への移行者

の増加

○ 一般就労者の就労定着支援事業の利用

率の向上

〇 就労定着支援事業所による、就労定着

率の向上

○ 工賃の向上

障がい児支援の提供体制の整備
等
○ 児童発達支援センターの設置及び保育

所等訪問支援の充実

○ 主に重症心身障がい児を支援する児童

発達支援事業所及び放課後等デイサー

ビス事業所の確保

〇 医療的ケア児支援のための協議の場の

設置及び医療的ケア児に関するコー

ディネーターの設置

（成果目標と活動指標の関係）

－２－

２

相談支援体制の充実・強化等
○ 基幹相談支援センターの設置

○ 指定特定相談支援事業所への助言

福祉サービスの質の向上
○ 各種研修会の実施

○ 利用者支援の充実

○ 事業所への訪問による指導・助言

〇 人材育成のための支援

〇 事業所との連携の強化

○ 障害福祉サービスに係る各種研修の参加

○ 事業所への訪問による指導・助言

〇 事業所に対する指導監査の結果の共有



第６期柏原市障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画目標等管理シート

【成果目標】

【目標値設定の考え方】

1 人 人 1 人

1 人 人 1 人

1 人 人 1 人

2 人 人 3 人

151 人 人 161 人

136 人 人 129 人

147 人 人 155 人

152 人 人 154 人

4 人 人 4 人

7 人 人 10 人

21 人 人 27 人

18 人 人 23 人

102 人 人 110 人

112 人 人 115 人

137 人 人 148 人

144 人 人 174 人

37 人 人 40 人

31 人 人 40 人

3 人 人 3 人

0 人 人 0 人

98 人 人 124 人

102 人 人 128 人

3 人 人 3 人

0 人 人 0 人

3 人 人 3 人

0 人 人 0 人

35 人 人 33 人

36 人 人 33 人

目標値

実績計
画
（

Ｐ
）
卮

実
施
（

Ｄ
）

障害福祉課担当部局（課室）

①地域生活への移行者数
【国の基本指針】
令和元年度末時点の施設入所者数の６％以上が地域移行することを基本とする。

【市の目標値】
令和元年度末時点の施設入所者数の６％以上が地域移行することを基本とする。

②施設入所者削減数
【国の基本指針】
令和元年度末時点の施設入所者数の１．６％以上を削減することを基本とする。

【市の目標値】
令和元年度末時点の施設入所者数の１．６％以上を削減することを基本とする。

施設入所者の削減数
（令和５年度末までの延べ数）

1

令和５年度

地域生活への移行者数
（令和５年度末までの延べ数）

1

基本指針の目標 １－（１）　施設入所者の地域生活への移行

短期入所

見込 142

人

実績 157

令和５年度

見込

見込

見込 4

実績 12

25

37

18

152

実績

実績

見込

主な活動指標
（内容）

令和４年度

○活動指標の一覧

サービス 令和３年度

施設入所支援

見込 107

実績 121

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型）

就労継続支援（Ｂ型）

111

令和５年度

地域生活への移行者数
（令和５年度末までの延べ数）

0

施設入所者の削減数
（令和５年度末までの延べ数）

1

目標 令和３年度 令和４年度

実績 令和３年度 令和４年度

117
人

39

39

34

3

1

3

0

実績

生活介護

自立訓練
（機能訓練・生活訓
練）

人

人

人

人

人

人

見込

実績
人

地域移行支援
見込

実績
人

地域定着支援
見込

実績

共同生活援助
見込

実績

人
見込 155

実績 122
居宅介護

自立生活援助 人
見込 3

実績 0

152

－３－



【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

評価の基づく取組の継続実施。 評価の基づく取組の継続実施。

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

令和３年度

評価（Ｃ） 協議会等意見 改善（Ａ）

令和３年度の施設入所者に
おいては、1名がグループ
ホームへ、1名が死亡され、
合計2名が減少しました。一
方で2名の方が新たに入所
されました。引き続き、地域
移行を進めるため、自立訓
練や自立生活援助、グルー
プホーム等、社会資源の確
保に努めます。

令和５年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

地域生活への移行者が１名、
死亡等による退所者が２名あ
り、施設入所者数は合計３名
が削減されました。
今後も地域における受け皿づく
りや相談支援体制の充実、な
らびに訪問・日中系サービスの
より一層の充実を図ります。
引き続き地域相談事業所と連
携を図る中で、地域移行支援
への取り組みを進めていきま
す。

令和４年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】

令和４年度においては、２名
が死亡により、１名が他の高
齢者施設への移動により退
所されました。一方２名の方
が施設へ入所されました。
地域生活への移行を進める
ため、自立訓練や自立生活
援助、グループホーム等の
社会資源の確保に努めま
す。

評価の基づく取組の継続実施。 評価の基づく取組の継続実施。

－４－



第６期柏原市障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画目標等管理シート

【成果目標】

【目標値設定の考え方】

○活動指標の一覧

2 回 回 2 回

2 回 回 2 回

10 人 人 10 人

25 人 人 25 人

1 回 回 1 回

2 回 回 1 回

1 人 人 1 人

0 人 人 0 人

1 人 人 1 人

0 人 人 0 人

18 人 人 22 人

27 人 人 39 人

1 人 人 1 人

0 人 人 0 人

精神障害者の自立生
活援助の月平均利用
者数

人
見込 1

実績 0

精神障害者の地域定
着支援の月平均利用
者数

人
見込 1

実績 0

精神障害者のGHの月
平均利用者数

人
見込 20

実績 34

関係者による協議の
場における目標設定
及び評価回数

人

目標

実績 1
精神障害者の地域移
行支援の月平均利用
者数

人
見込 1

実績 1

見込

地域課題の抽出

1

関係者による協議の
場の開催回数

人
見込 2

実績 2

関係者による協議の
場への参加者数

人
見込 10

実績 21

担当部局（課室） 障害福祉課

②精神病床における１年以上長期入院患者数

【国の基本指針】
令和５年度末の「精神病床における１年以上長期入院患者数」を国の推計式を用いて
設定する。

【市の目標値】
大阪府が設定する令和５年６月末時点の「精神病床における１年以上長期入院患者
数」８，６８８人に対して、令和元年における「精神病床における１年以上長期入院患者
数」の大阪府の人数に占める柏原市の人数の割合で按分する。　（４５人以下）

①精神障害者の精神病床から退院後1年以内の地域における平均生活日数について

【国の基本指針】
精神障害者に対する地域生活支援連携体制の整備状況を評価する指標として、令和
5年度末における精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域における生活日
数の平均に関する目標値は316日以上を基本とする。

【市の目標値】
大阪府の目標設定に準じる。　（３１６日以上）

基本指針の目標 １－（２）精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの構築

計
画
（

Ｐ
）
卮

実
施
（

Ｄ
）

目標値

③精神病床における早期退院率
（入院後３ヶ月時点、６ヶ月時点、１年時点の退院率）

【国の基本指針】
令和５年度の精神病床における早期退院率を、入院後３ヶ月時点の退院率を６９％以
上、入院後６ヶ月時点の退院率を８６％以上、入院後１年時点の退院率を９２％以上と
する。

【市の目標値】
国及び大阪府の目標に準じる。（３か月時点：６９％以上）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６か月時点：８６％以上）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１年時点　 ：９２％以上）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

主な活動指標
（内容）

－５－



令和５年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

協議の場として、年２回実施し
た中で関係機関の連携と情報
共有を図りました。今後は地域
包括ケアシステム構築の具体
的な取組を協議していきます。
また、精神科病院からの地域
移行について関係機関の事例
を分析し、引き続き協議してい
きます。

国の基本指針に精神障害に
も対応した地域包括ケアシ
ステムの構築を推進するた
め、成果目標を設定されまし
た。本市においても目標達
成のため、自立支援協議会
の相談部会を協議の場とし
て位置づけ、地域包括ケア
システム検討会議を年2回、
9月と3月に事例検討等会議
を開催しております。精神障
害の病床から退院した者に
対して、地域生活がスムー
ズにできるよう、引き続き関
係機関で検討します。

評価の基づく取組の継続実施。
評価の基づく取組の継続実
施。

令和４年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

自立支援協議会の専門部
会である「相談部会」を「関
係者による協議の場」として
位置付け、年２回実施してい
ます。精神障害者が地域の
一員として安心して自分らし
い暮らしができるよう、引き
続き取組を継続します。

評価の基づく取組の継続実施。
評価の基づく取組の継続実
施。

評価（Ｃ） 協議会等意見 改善（Ａ）

令和３年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

－６－



第６期柏原市障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画目標等管理シート

【成果目標】

【目標値設定の考え方】

1 回 回 1 回

計
画
（

Ｐ
）
卮

実
施
（

Ｄ
）

基本指針の目標 １－（３）地域生活支援拠点等が有する機能の充実

①地域生活支援拠点等の確保

【国の基本方針】
令和５年度末までに各市町村又は各圏域に少なくとも１つを整備することを基本とす
る。

【市の目標値】
令和５年度末までに、障害のある人の地域生活を支援する機能（相談、体験や機会の
場、緊急時の受け入れ・対応、専門的人材の確保、地域の体制づくり）について、地域
において機能を分担する「面的整備型」として、整備することを目標とします。

年１回以上

担当部局（課室） 障害福祉課

実績

目標

実績

1

令和３年度 令和４年度 令和５年度

②地域生活支援拠点等が有する機能の充実

【国の基本方針】
令和５年度末までに地域生活支援拠点の機能を確保しつつ、運用状況について検証
及び検討を行うことを基本とする。

【市の目標値】
国及び大阪府の目標に準じる。

目標値

地域生活支援拠点等の確保

地域生活支援拠点等の運用状況
の検証の実施

面的整備 面的整備 面的整備

令和３年度 令和４年度 令和５年度

地域生活支援拠点等の確保 面的整備 面的整備 面的整備

地域生活支援拠点等の運用状況
の検証の実施

年１回以上 年１回以上
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【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

障害種別に応じた相談支援、
365日対応の基幹相談支援、
緊急時における受け入れ・対
応としての居室確保等、「面的
整備型」の拠点を整備していま
す。引き続き各機能の充実に
努めます。

評価の基づく取組の継続実施。 評価の基づく取組の継続実施。

評価（Ｃ） 協議会等意見 改善（Ａ）

令和３年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

令和５年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

障害者の地域生活を支援する
ための各機能の充実に向けて
取り組むことができました。今
後はそれぞれの機能の更なる
充実を図るとともに、各機能の
連携が図れるよう協議していき
ます。

柏原市では、地域において
機能を分担する「面的整備
型」として体制整備しており
ます。５つの機能である24時
間の相談体制、グループ
ホーム等体験の場、短期入
所1室を利用した緊急時の
受け入れ対応、専門的人材
の確保、地域の体制づくりを
円滑に機能させるために、
基幹相談支援センターを中
心に機能の充実に努めま
す。

評価の基づく取組の継続実施。 評価の基づく取組の継続実施。

令和４年度

－８－



第６期柏原市障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画目標等管理シート

【成果目標】

【目標値設定の考え方】

目標値

（４）就労継続支援B型事業所における工賃の平均額

【国の基本指針】
地域の実情に応じた目標水準を設定する。

【市の目標値】
大阪府が提供する令和５年度における市町村単位での工賃の平均額の見込みを参考とし、
令和元年度の工賃の平均額の実績よりも向上するよう設定する。

（２）一般就労移行者のうち就労定着支援事業の利用率

【国の基本方針】
令和５年度における福祉サービスを通じて一般就労に移行する者のうち、７割が就労定着支
援事業を利用することを基本とする。

【市の目標値】
国及び大阪府の目標に準じる。

（３）就労定着率が８割以上の就労定着支援事業所の割合

【国の基本方針】
就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所の割合を全体の７割以上とす
ることを基本とする。

【市の目標値】
国及び大阪府の目標に準じる。

担当部局（課室） 障害福祉課

基本指針の目標 １－（４）　福祉施設から一般就労への移行

（１）一般就労への移行者数

【国の基本方針】
①令和５年度中に福祉サービスを通じた一般就労への移行者数を令和元年度実績の1.27倍
以上とする。

種別ごとの移行者数は令和元年度実績に対して
②就労移行支援1.30倍以上
③就労継続支援A型1.26倍以上
④就労継続支援B型1.23倍以上として設定する。

【市の目標値】
国及び大阪府の目標に準じる。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 
 
 
 
 
 
 
 

計
画
（

Ｐ
）
卮

実
施
（

Ｄ
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
計
画
（

Ｐ
）
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27 人 人 27 人

17 人 17 人 17 人

7 人 人 7 人

3 人 3 人 3 人

70
％
以
上

70
％
以
上

70
％
以
上

70
％
以
上

70
％
以
上

70
％
以
上

11,000 円 円 11,000 円

4 人 人 1 人

0 人 0 人 0 人

4 人 人 1 人

0 人 0 人 0 人

実績 0
％
以
上

％
以
上

0
％
以
上

―
％
以
上

％
以
上

―
％
以
上

16,676 円 10,177 円 18,180 円

21 人 人 27 人

18 人 人 23 人

102 人 人 110 人

112 人 人 115 人

137 人 人 148 人

144 人 人 174 人

4 人 人 4 人

7 人 人 10 人

147 人 人 155 人

152 人 人 154 人

5 人 人 7 人

3 人 人 4 人

（４）就労継続支援B型事業所におけ
る工賃の平均額

（３）就労定着率が８割以上の就労
定着支援事業所の割合

（１）-①令和５年度中に福祉サービ
スを利用した一般就労への移行者
数

4

（１）-③令和５年度中に就労継続支
援A型を利用した一般就労への移行
者数

4

（２）一般就労移行者のうち就労定着
支援事業の利用率

7

0

―

（１）-②令和５年度中に就労移行支
援を利用した一般就労への移行者
数

（１）-④令和５年度中に就労継続支
援B型を利用した一般就労への移行
者数

11,000

（１）-②令和５年度中に就労移行支
援を利用した一般就労への移行者
数

（１）-④令和５年度中に就労継続支
援B型を利用した一般就労への移行
者数

就労継続支援（Ｂ型）
見込

実績 3

142

実績

実績 121

見込 25

実績 18

7見込

（１）-①令和５年度中に福祉サービ
スを利用した一般就労への移行者
数

27

（１）-③令和５年度中に就労継続支
援A型を利用した一般就労への移行
者数

実績 令和３年度 令和４年度 令和５年度

（２）一般就労移行者のうち就労定着
支援事業の利用率

（３）就労定着率が８割以上の就労
定着支援事業所の割合

目標 令和３年度 令和４年度 令和５年度

自立訓練
（機能訓練・生活訓練）

見込 4

実績 12

生活介護
見込

（４）就労継続支援B型事業所におけ
る工賃の平均額

）
卮

実
施
（

Ｄ

○活動指標の一覧

サービス 令和３年度

157

就労移行支援

令和４年度 令和５年度

就労継続支援（Ａ型）
見込 107

主な活動指標
（内容）

152

実績 152

就労定着支援
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令和３年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

一般就労への移行及び工
賃の向上は、障害者の生活
の安定という観点から重要
であると考えます。公共職
業安定所、障害者就業・生
活支援センター等関係機関
と連携し、障害者一人一人
の特性に考慮した支援を実
施します。また、就労定着
支援事業所が市域にない
ため、身近な地域で支援を
受けることができるよう、事
業所の確保に努めます。

令和４年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

評価（Ｃ） 協議会等意見 改善（Ａ）

令和５年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

公共職業安定所、障害者就業・
生活支援センター等関係機関と
連携し、障害者一人一人の特性
に考慮した支援を実施します。
また、就労定着支援事業所が市
域にないため、身近な地域で支
援を受けることができるよう、事
業所の確保に努めます。今後も
引き続き、関係機関との連携を
図り、一般就労者の増加に向け
た取組を進めます。

評価の基づく取組の継続実施。 評価の基づく取組の継続実施。

一般就労への移行及び工
賃の向上は、障害者の生活
の安定という観点から重要
であると考えます。公共職
業安定所、障害者就業・生
活支援センター等関係機関
と連携し、障害者一人一人
の特性に考慮した支援を実
施します。また、就労定着
支援事業所が市域にない
ため、身近な地域で支援を
受けることができるよう、事
業所の確保に努めます。

評価の基づく取組の継続実施。 評価の基づく取組の継続実施。
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第６期柏原市障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画目標等管理シート

【成果目標】

【目標値設定の考え方】

1 箇所 箇所 1 箇所

1 箇所 箇所 1 箇所

1 箇所 箇所 1 箇所

1 箇所 箇所 1 箇所

33 人 人 37 人

36 人 人 50 人

1 人 人 1 人

2 人 人 4 人

195 人 人 234 人

182 人 人 213 人

5 回 回 7 回

1 回 回 2 回

1 回 回 1 回

0 回 回 0 回

64 人 人 74 人

59 人 人 65 人

①児童発達支援センターの設置

①児童発達支援センターの設置

1

1

②保育所等訪問支援の充実

【国の基本指針】
令和５年度末までに、全ての市町村において、保育所等訪問支援を利用できる体制を構築する
ことを基本とします。

【市の目標値】
市に１箇所設置する。

②保育所等訪問支援事業所数 1

担当部局（課室） 障害福祉課

基本指針の目標 ２－（１）児童発達支援センターの設置及び保育所等訪問支援事業の充実

計
画
（

Ｐ
）
卮

実
施
（

Ｄ
）

①児童発達支援センターの設置

【国の基本指針】
児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築を目指すため、令和５年度末
までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１か所以上設置することを基本とし、市町
村単独での設置が困難な場合には、圏域での設置であっても差し支えないとされています。

【市の目標値】
令和５年度末までに、市又は圏域で、児童発達支援センターを１か所設置することを目標としま
す。

目標 R03 R04 R05

②保育所等訪問支援事業所数 1

実績 R03 R04 R05

人/月
見込 1

実績 4

サービス 令和３年度 令和４年度 令和５年度

児童発達支援 人/月
見込 35

実績 47

医療型児童発達支援

保育所等訪問支援 回/月
見込 6

実績 2

放課後等デイサービ
ス

人/月
見込 214

実績 188

障害児相談支援 人/月
見込 69

実績 62

居宅訪問型児童発
達支援

回/月
見込 1

実績 0

主な活動指標
（内容）

○活動指標の一覧

目標値

実績
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【次年度における取組等】

平成３１年４月より圏域にある児
童発達支援センターの利用が可
能となっています。単独設置に
ついては、本市の利用対象児童
数や近隣市の設置状況等を勘
案しながら関係機関と協議し、引
き続き検討します。
保育所等訪問支援については、
市内の１事業所で実施していま
す。引き続き事業所の確保に努
めます。

評価の基づく取組の継続実施。 評価の基づく取組の継続実施。

令和５年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

圏域にある児童発達支援セン
ターの利用が可能となっていま
す。単独設置については、本市
の利用対象児童数や近隣市の
設置状況等を勘案しながら関係
機関と協議し、引き続き検討しま
す。
保育所等訪問支援については、
市内の１事業所で実施しており、
引き続き早期発見に努め、早期
対応の体制を充実していきま
す。

評価（Ｃ） 協議会等意見 改善（Ａ）

令和３年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

児童発達支援センターについて、平成３
１年４月より圏域にある児童発達支援セ
ンターの利用が可能となっております。単
独設置については、本市の利用対象児
童数や近隣市の設置状況等を勘案しな
がら関係機関と協議し設置について引き
続き検討していきます。また、保育所等
訪問支援については、市内の1事業所に
実施していただいております。地域で障
害児のインクルージョンを進めるために
は、障害児の特性に応じた専門的な支援
が必要であることから、引き続き保育所
等訪問支援を実施する事業所の確保に
努めます。

評価の基づく取組の継続実施。 評価の基づく取組の継続実施。

令和４年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】
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第６期柏原市障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画目標等管理シート

【成果目標】

【目標値設定の考え方】

重心児受入可能な
児童発達支援事業
所

1 箇所 箇所 1 箇所

1 箇所 箇所 1 箇所

重心児受入可能な
児童発達支援事業
所

1 箇所 箇所 2 箇所

2 箇所 箇所 2 箇所

33 人 人 37 人

36 人 人 50 人

1 人 人 1 人

2 人 人 4 人

195 人 人 234 人

182 人 人 213 人

5 回 回 7 回

1 回 回 2 回

1 回 回 1 回

0 回 回 0 回

64 人 人 74 人

59 人 人 65 人

基本指針の目標
２－（２）重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び
　　　　　放課後等デイサービス事業所の確保

計
画
（

Ｐ
）
卮

実
施
（

Ｄ
）

【国の基本指針】
令和５年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課
後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１か所確保することを基本としいま
す。

【市の目標値】
各１箇所設置します

目標 令和３年度 令和４年度 令和５年度

重心児受入可能な
放課後等デイサービス事業所

1

1

令和５年度

児童発達支援 人/月

居宅訪問型児童発
達支援

回/月

見込 6

実績 2

回/月

重心児受入可能な
放課後等デイサービス事業所

担当部局（課室） 障害福祉課

実績 令和３年度 令和４年度 令和５年度

0

保育所等訪問支援

放課後等デイサービ
ス

人/月

見込 214

実績 188

見込 1

実績 4

人/月

見込 35

実績 47

目標値

実績

1

障害児相談支援 人/月

見込 69

実績 62

主な活動指標
（内容）

○活動指標の一覧

サービス 令和３年度

医療型児童発達支援

2

令和４年度

見込 1

実績
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【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

協議会等意見 改善（Ａ）評価（Ｃ）

令和５年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

重症心身障害児の支援につ
いては、放課後等デイサービ
ス事業所が２か所、児童発達
支援事業所が２か所設置し
ております。今後は事業所等
と連携し、重症心身障害児を
支援する体制づくりをしてい
きます。

重症心身障害児を支援する
児童発達支援事業所1か所、
放課後等デイサービスが2か
所となっております。今後も
医療技術の進歩とともに、在
宅生活が可能となる重症心
身障害児が増えることが想
定されるため、身近な地域で
利用可能となる児童発達支
援事業所及び放課後等デイ
サービス事業所の体制整備
を推進します。

評価の基づく取組の継続実施。 評価の基づく取組の継続実施。

令和４年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

令和４年度末現在、重症心
身障害児を支援する放課後
等デイサービス事業所２か
所、児童発達支援事業所が
１か所となっています。
重症心身障害児が身近な地
域で利用できる社会資源の
確保に向けて取り組みを推
進します。

評価の基づく取組の継続実施。 評価の基づく取組の継続実施。

令和３年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】

－１６－



－１６－



第６期柏原市障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画目標等管理シート

【成果目標】

【目標値設定の考え方】

設置 設置

1 名 1 名 1 名

1 名 名 1 名

設置 設置

1 名 2 名 2 名

0 名 名 0 名

10 人 人 10 人

0 人 人 7 人

10 人 人 10 人

0 人 人 0 人

10 人 人 10 人

0 人 人 0 人

主な活動指標
（内容）

医療的ケア児等コーディネーター
の配置（福祉関係１名、医療関係
１名）

福祉関係 福祉関係 福祉関係

医療関係 医療関係 医療関係

関係機関による連携・協議の場の
設置

設置

医療的ケア児等コーディネーター
の配置（福祉関係１名、医療関係
１名）

福祉関係 福祉関係 福祉関係

医療関係 医療関係 医療関係

0

ペアレントメンターの人
数

人/年

見込 10

実績 0

ピアサポート活動への
参加人数

人/年

見込 10

実績 0

令和３年度 令和４年度 令和５年度

ペアレントトレーニング
等の受講者数

人/年

見込 10

実績 13

令和３年度 令和４年度 令和５年度

設置

1

関係機関による連携・協議の場の
設置

○活動指標の一覧

基本指針の目標
２－（３）医療的ケア児支援の協議の場の設置及び医療的ケア児等に関する
コーディネーターの配置

計
画
（

Ｐ
）
卮

実
施
（

Ｄ
）

【国の基本方針】
医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、令和５年度末までに、各都道府県、
各圏域及び各市町村において、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関が
連携を図るための協議の場を設けるとともに、医療的ケア児を支援するためのコー
ディネーターを配置することを基本とする。

【市の目標値】
国及び大阪府の目標に準じる。

担当部局（課室） 障害福祉課

実績

実績 令和３年度 令和４年度 令和５年度

実績

目標値
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医療的ケア児支援のための
関係機関の協議の場とし
て、自立支援協議会専門部
会である「こども部会」で協
議を実施しています。
令和４年度より、発達障害の
ある児童の家族等への支援
として、ペアレントトレーニン
グ、ペアレントプログラムを
実施しています。

評価の基づく取組の継続実施。 評価の基づく取組の継続実施。

評価（Ｃ） 協議会等意見 改善（Ａ）

令和３年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

令和５年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

医療的ケア児支援のための
関係機関による協議を自立
支援協議会の部会である
「こども部会」を活用し、情報
共有を行っています。
医療的ケア児の実態やニー
ズを把握するため、取り組む
べき課題を協議していきま
す。

医療的ケア児とその家族を
地域で支えられるように、保
健、医療、障害福祉、保育、
教育等の関係機関が地域
課題や対策等について協議
する場として、自立支援協議
会のこども部会を協議の場
として位置づけています。医
療的ケア児コーディネーター
を含め、障害児のライフス
テージに応じた支援体制の
構築に向けて引き続き取り
組みを進めます。また、発達
障害のある児童の家族等へ
の支援として、ペアレントト
レーニング、ペアレントプロ
グラムを令和４年度より実施
します。

評価の基づく取組の継続実施。 評価の基づく取組の継続実施。

令和４年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】
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第６期柏原市障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画目標等管理シート

【成果目標】

【目標値設定の考え方】

設置 設置

設置 設置

12 件 件 12 件

12 件 件 12 件

1 件 件 1 件

2 件 件 2 件

12 人 人 12 人

12 人 人 12 人

基本指針の目標 ３－（１）相談支援体制の充実・強化等

計
画
（

Ｐ
）
卮

実
施
（

Ｄ
）

目標値

【国の基本方針】
令和５年度末までに総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制の強
化を実施することを基本とする。

【市の目標値】
国及び大阪府の目標に準じる。

担当部局（課室） 障害福祉課

市内指定特定相談支援事業所へ
の助言の機会

実績 令和３年度 令和４年度 令和５年度

基幹相談支援センターの設置 設置

年　1 回 回 回年　1年　1

○活動指標の一覧

12 12 12回

実績

実績 令和３年度 令和４年度 令和５年度

基幹相談支援センターの設置 設置

市内指定特定相談支援事業所へ
の助言の機会

回 回

主な活動指標
（内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

地域の相談支援事業
者に対する指導・助言

件/年

見込 12

実績

地域の相談機関との
連携強化の取組の年
間実施回数

件/年

見込 12

実績 12

12

地域の相談支援事業
者の人材育成の年間
支援件数

件/年

見込 1

実績 2
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評価の基づく取組の継続実施。

評価（Ｃ） 協議会等意見 改善（Ａ）

令和３年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

柏原市立自立支援センター
内に基幹相談支援センター
を設置しております。自立支
援協議会の相談部会におい
て、事例検討など実施し、市
内指定特定相談支援事業
所と情報提供など行い連携
しております。また、障害種
別にかかわらず、障害に関
する相談や権利擁護など必
要に応じて援助も行っており
ます。引き続き地域支援体
制の一層の充実を図りま
す。

評価の基づく取組の継続実施。

令和５年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

柏原市立自立支援センター
内に設置されている基幹相
談支援センターにおいて、常
時障害の種別等に関係なく
各種ニーズに対応できるよう
相談支援を実施しています。
また、自立支援協議会の相
談部会において、情報の共
有を図ることで相談支援体
制を充実・強化していきま
す。

評価の基づく取組の継続実施。

令和４年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

柏原市立自立支援センター
内に基幹相談支援センター
を設置しております。自立支
援協議会の相談部会におい
て、事例検討など実施し、市
内外の相談支援事業所と情
報提供など行い連携してお
ります。引き続き、相談支援
体制の充実に努めます。

評価の基づく取組の継続実施。
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第６期柏原市障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画目標等管理シート

【成果目標】

【目標値設定の考え方】

実施 実施

情報の共有 情報の共有

実施 実施

情報の共有 情報の共有 情報の共有

50 人 人 50 人

141 人 人 31 人

1 回 回 1 回

1 回 回 1 回

1 回 回 1 回

1 回 回 1 回

基本指針の目標 ３－（２）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築

計
画
（

Ｐ
）
卮

実
施
（

Ｄ
）

目標値

【国の基本方針】
令和５年度末までに障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に関する事項
を実施する体制を構築することを基本とする。

【市の目標値】
国及び大阪府の目標に準じる。

担当部局（課室） 障害福祉課

請求事務におけるエラー項目等
について集団指導の場で情報を
共有する体制を構築する。

実績 令和３年度 令和４年度 令和５年度

サービス提供者に対する研修の
実施

実施

情報の共有

○活動指標の一覧

実績

実績 令和３年度 令和４年度 令和５年度

サービス提供者に対する研修の
実施

実施

請求事務におけるエラー項目等
について集団指導の場で情報を
共有する体制を構築する。

主な活動指標
（内容）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

研修会の参加者数 人/年

見込 50

実績

指導監査結果の共有 回/年

見込 1

実績 1

※　29

審査システムによる審
査結果の共有

回/年

見込 1

実績 1

(※オンライン開催のため、事業所数)
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令和３年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

「サービス提供者に対する
研修の実施」については、自
立支援協議会の定例会にお
いて、年２回研修を実施して
います。
また、「請求事務におけるエ
ラー項目等について集団指
導の場で情報を共有する体
制を構築する。」について
は、事業所指定権限の部署
と情報共有しており、集団指
導等で必要な指導・助言を
行う体制を構築しています。
引き続き、連携して障害福
祉サービス等の質を向上さ
せるための取組を進めま
す。

評価の基づく取組の継続実施。

令和５年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

障害福祉サービス等の利用
者が真に必要とするサービ
スの提供を行うための必要
な知識を習得するため、自
立支援協議会の定例会にお
いて、年２回研修を実施して
います。また、請求の過誤を
無くすための取り組みとし
て、障害者審査支払等シス
テムによる審査を毎月実施
し、各事業所へ随時連絡を
行うほか、エラーの原因や
返戻、過誤申し立て等につ
いて事業所からの問い合わ
せに対応しています。引き続
き、関係機関との連携や情
報共有に努め、請求の過誤
を無くすための取り組みを実
施します。

評価の基づく取組の継続実施。

令和４年度

【目標等を踏まえた評価、改善方策（案）】 【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】

「サービス提供者に対する
研修の実施」については、自
立支援協議会の定例会にお
いて、年２回研修を実施して
います。また、「請求事務に
おけるエラー項目等につい
て集団指導の場で情報を共
有する体制を構築する」につ
いては、事業所指定権限の
部署と情報共有しています。
引き続き、障害福祉サービ
ス等の質を向上させるため
の体制の充実に努めます。

評価の基づく取組の継続実施。 評価の基づく取組の継続実施。

評価（Ｃ） 協議会等意見 改善（Ａ）
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